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資 料

通いの場の取組を PDCA サイクルに沿って

推進・評価するためのフレームワークACT-RECIPE
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目的 2019年の厚生労働省取りまとめでは，一般介護予防事業等を PDCA サイクルに沿って推進

することの重要性が指摘されている。しかし，現状ではその具体的な推進方策や標準化された

評価フレームワーク（FW）は明示されていない。本研究では，自治体担当者が，通いの場の

取組を PDCA サイクルに沿って推進・評価するための FW を提案する。

方法 令和 2 年度老人健康増進等事業研究班が先行研究等をナラティブ・レビューし，FW の構築

に活用可能な評価モデル・指標を抽出した。作成された FW 案を研究班の検討委員会で協

議・修正するという手順を 4 回繰り返した。完成した FW を用いて東京都内50自治体の通い

の場の取組状況を得点化し，これと各自治体の通いの場の数（高齢者人口千人当たり）との関

係について地域相関分析を行った。

結果 以下 6 つの局面から本 FW を構成した。◯「理解」介護予防・フレイル予防の要点や通い

の場の必要性について理解する局面，◯「調査・計画」地域アセスメントによって通いの場

の現状と地域の強み・課題を明らかにし，課題解決に向けた計画を立案する局面，◯「体制・

連携」課題解決に必要となる行政内外の組織と連携し，体制を構築する局面，◯「実施」課

題解決に必要な取組を実施する局面，◯「評価」取組による直接の成果と効果を確認する局

面，◯「調整・改善」評価結果をもとに計画や体制，内容，目標を再検討する局面。各局面

の評価項目として，10のコア項目とそれに付随する小項目を設定し，本 FW の通称を「ACT-

RECIPE（アクトレシピ）」とした。都内50自治体の ACT-RECIPE 得点率中央値は，「理解」

75，「調査・計画」61，「体制・連携」69，「実施」64，「評価」31，「調整・改善」

56であり，平均得点率は57であった。ACT-RECIPE 平均得点率と高齢者人口千人当たり

の通いの場の数との間には有意な正の相関関係（rs＝0.43P＝0.002）があった。

結論 通いの場の取組を PDCA サイクルに沿って推進・評価する FWACT-RECIPE を作成し

た。都内自治体では“P”“D”“A”に相当する「理解」～「実施」，「調整・改善」に比べて，

“C”に相当する「評価」が十分ではない実態が明らかとなった。本 FW の活用によって，

PDCA サイクルに沿った通いの場の取組や評価がより一層進むことを期待する。

Key wordsPDCA，通いの場，フレームワーク，地域相関
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 緒 言

今日までの介護予防事業は，要介護化リスクの高

い高齢者を専門職による運動/栄養・口腔プログラ

ム等へとつなぐハイリスクアプローチと，高齢者全

体に働きかけるポピュレーションアプローチとに大

別される。2014年の介護保険法改正では後者への転

換が図られ，住民主体の通いの場を中心とした「地

域づくりによる介護予防」が推進されている1)。ま

た，新設された「一般介護予防事業」の 1 つとし

て，「地域における住民主体の介護予防活動の育成・

支援（地域介護予防活動支援事業）」が位置づけら

れている2)。これら一連の事業では，住民が“主役”

として通いの場を運営し，自治体職員が“黒子”と

して住民を支援することで，通いの場の自律的な拡

大を目指している1)。近年，この通いの場は，参加

者のフレイル3,4)，要介護化5～7)，認知機能低下8)の

予防に寄与することが示されており，1）地域包括

ケアシステムで介護予防・日常生活支援の中核を担

う場，2）「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実

施」の拠点，3）要介護の有無に関わらず誰もが担

い手/支えられる立場となって社会参加できる（共

生社会の醸成につながる）場，としても期待されて

いる1,2,9)。これらの背景から，「地域づくりによる

介護予防」を計画的に推進することは，自治体の一

般介護予防事業担当者（以下，自治体担当者）の重

要な役割の 1 つとなっている。

厚生労働省が2019年に公表した「一般介護予防事

業等の推進方策に関する検討会取りまとめ」10)で

は，多様化する高齢者の価値観やニーズ，ライフス

タイル等を考慮し，通いの場の捉え方を従来の“体

操や趣味活動等，介護予防に資する住民主体の取

組”11)から，“スポーツや生涯学習，就労的活動，多

世代交流等の多様な活動を含む取組”へと拡大する

方針が示された。加えて，これらの取組を自治体担

当者が効果的・効率的に推進するために，Plan-Do-

Check-Action（PDCA）サイクルに基づくことが重

要視されている10)。とくに事業評価（Check）につ

いては，「総合事業実施効果の点検・評価」を行っ

ている自治体の割合が低水準（30.4）であったこ

とから10,12)，1）実施過程を評価するプロセス指標

と成果目標を評価するアウトカム指標の併用，2）

通いの場の参加者と非参加者の比較，3）他自治体

との比較，4）個人の追跡による効果評価，5）年度

ごとの評価の必要性等にも言及されている10)。

しかし，現状では PDCA の各局面での留意点や

評価指標を整理したフレームワーク（FW）が明示

されているわけではない。自治体担当者が通いの場

の取組を進める際には，事業背景や主旨に基づいて

計画を立て，住民をはじめとしたステークホルダー

と協働し，その効果を評価する等の複数の局面が想

定される。そのため，これら一連の流れや進捗を自

治体担当者自身が俯瞰できる評価 FW が必要であ

る。本邦では，これまでに介入の実施と成果を 5 つ

の段階的局面（Reach到達，E‹cacy/EŠective-

ness効果，Adoption採用，Implementation実

施，Maintenance継続）から評価する RE-AIM13)

や，これを改変した PAIREM14)等が頻用されてき

た。しかし，これらは研究者による活用が想定され

た FW であり，自治体担当者自身が通いの場事業

の実施過程で随時活用するには難しい面もある。ま

た，事業評価を行っている自治体の割合が低水準で

ある10,12)要因として，既存の評価指標が住民主体の

活動に適合しにくい点や，どのアウトカム指標を用

いるべきかが十分整理されていない点が指摘されて

いる12)。したがって，自治体担当者自身が取組の各

局面で留意点や進捗を随時確認でき，通いの場の取

組に特化した指標から構成される評価 FW が必要

と考えられる。

そこで本研究では，既存の評価 FW13,14)を参考に

しつつ，自治体担当者が通いの場の取組を PDCA

サイクルに沿って推進し，それを評価可能な FW

を提案することを目的とした。通いの場の定義や捉

え方に変遷があるため，本稿では，厚生労働省にお

ける通いの場の従来の集計条件11)に基づく“介護予

防に資する住民主体の月 1 回以上の通いの場”を

「狭義の通いの場」と表記する。また，2019年の厚

生労働省の取りまとめ10)や近年の植田ら9)の定義に

基づく，“自治体の担当部局が把握可能なものに限

定しない，住民主体の多様な活動を含む月 1 回以上

の通いの場”を「広義の通いの場」と表記する。狭

義・広義の両方の通いの場に言及する際には，「通

いの場」と表記する。

 研 究 方 法

. FW とロジックモデルの作成

第 1～6 著者から成る作業班が，これまでに厚生

労働省から公表された介護予防事業に関する要綱・

手引きの他，2020年 5 月 1 日時点で普及と実装モデ

ルのデータベース15)に集約されていた102の理論・

モデル・FW をナラティブ・レビューした。そして

本 FW に活用可能な知見を整理し，作業班メン

バーらの経験則も踏まえて FW 案を作成した。

次に，共同研究者による検討委員会において FW

案を協議し，その結果をもとに作業班が FW 案を

修正するという手順を繰り返した。また，適切なア
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ウトカム指標が十分に整理されていないという評価

の課題12)に対処するため，収集された知見と検討委

員の経験則をもとに，通いの場の取組における評価

のロジックモデル（通いの場参加によって効果が現

れる過程や因果関係を論理的に図示したもの）を作

成した。本検討委員会の構成員は，老年医学，公衆

衛生学，リハビリテーション医学，政策科学，社会

学等をバックグラウンドとし，自治体との共同研究

や介護予防事業の支援に精通する研究者であった。

2020年度内に，作業班による検討会は計15回，共同

研究者による検討委員会は計 4 回（各回90～120

分），それぞれ開催された。

2021年 3 月に，著者らが事業支援等で関与してい

る東京都内 2 区市の自治体担当者に対して，本 FW

案に対する意見を対面で聴取した。また，2021年 9

～10月に，都内全62の自治体担当者に本 FW 案を

メール送付して意見を募集した。回答のあった28区

市町の意見を整理し，これらをもとに本 FW 案を

修正した。さらに，2022年度内に編集者との協議を

経て文言や構成を再度見直し，最終的な FW を完

成させた。

. FW による通いの場の取組状況の把握と地域

相関分析

通いの場の PDCA サイクルに沿った取組状況を

把握するため，2022年12月～2023年 1 月に，完成し

た FW を都内全62の自治体担当者にメール送付し

て記入を求めた。また，厚生労働省の「介護予防・

日常生活支援総合事業（地域支援事業）の実施状況

（令和 4 年度実施分）に関する調査」11)で報告予定の

狭義の通いの場の数と，そのうち「住民主体の通い

の場のコンセプト」1)の 1 つである“週 1 回以上の

体操を主な活動内容とする通いの場”の数（いずれ

も2023年 4 月末時点）について，各自治体担当者に

調査票をメール送付して回答を求めた。いずれにも

回答が得られた50自治体について，PDCA サイク

ルに沿った取組状況を本 FW によって評価した。

具体的には，本 FW の各項目に対して，「できてい

ない」，「あまりできていない」，「できている」，「よ

くできている」の 4 択で回答を求め，それぞれに 1

～4 点を付すことによって得点率を算出した。加え

て，各自治体の2023年 1 月時点の高齢者人口をもと

に，千人当たりの狭義の通いの場の数を算出した。

これらの変数と都市規模（区部，市部，町村部，

島しょ部）との系統的な関連を確認するため，Jon-

ckheere-Terpstra の傾向性検定を適用した。また，

PDCA サイクルに沿った取組状況の得点率が高い

自治体ほど，自治体が把握している狭義の通いの場

の数が多いかどうかを検討するため，散布図を求め

て Spearman の順位相関係数（rs）を算出した。

統計解析には Stata 18.0を用い，統計学的有意水

準を 5とした。

. 倫理的配慮

本研究における自治体担当者へのメールによるア

ンケート調査と対面によるヒアリングは，すべて東

京都からの委託事業（東京都介護予防・フレイル予

防推進支援センター運営業務委託）の一環として実

施された。東京都介護予防・フレイル予防推進支援

センターに所属していた第 3～8 著者らが調査デー

タ（東京都事業としての一次データ）を入手し，こ

れらのデータの本研究への二次利用と分析結果の公

表について，東京都から承認を得た（5 福保高在第

323号）。

東京都事業としての一次データの入手には倫理審

査が不要である。データの研究利用（二次利用）に

ついて倫理委員会の承認を得るため，東京都健康長

寿医療センター研究倫理審査委員会に付議した。そ

の結果，本研究は当委員会が定める「倫理審査委員

会に諮る必要がない研究」の緒条件に該当したた

め，当委員会において研究倫理審査が不要である研

究として判断された。

 研 究 結 果

. 作成された FW

調査したデータベース15)に集約されていた102の

理論・モデル・FW のうち，公衆衛生やヘルスサー

ビス分野を起源とし，自治体での活用が想定されて

いるものが21あった。また，国内の関連事業や研究

で報告されている評価指標として，一般介護予防事

業評価事業の指標16)，地域づくりによる介護予防を

推進するための手引き1)，プロセス評価チェックリ

スト17)，要支援・要介護リスク評価尺度18)，介護予

防のための地域診断指標19)，厚生労働省取りまとめ

による指標10)，保険者機能強化推進交付金に係る評

価指標20)が抽出された。

21の理論・モデル・FW の中で，RE-AIM モデ

ル13)が最も多く引用されていた。この RE-AIM の

5 つの段階的局面に Plan（計画）の局面を加えた 6

局面を評価する PAIREM モデル14)が，既存の FW

の中で自治体の事業展開に最も適合すると考えられ

た。そこで，この PAIREM モデルと，東京都介護

予防・フレイル予防推進支援センターが自治体にお

ける住民主体の通いの場づくりを支援する中で体系

化してきた立ち上げ手順（◯地域づくりによる介護

予防の理解，◯自治体内での体制整備・合意形成，

◯通いの場の立ち上げ，◯継続支援および横展開，

◯効果測定とモニタリング）の長所を統合する観点
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表 通いの場の取組を PDCA サイクルに沿って推進・評価するフレームワークACT-RECIPE

各小項目について，以下の 1～4 の中で最も当てはまる番号を下線部に記入してください（◯のみ，当てはまる小

項目の下線部に
レ
を入れてください）。

1できていない 2あまりできていない 3できている 4よくできている

局面 コ ア 項 目 小 項 目

P

理

解

◯地域づくりによる介護予防

の背景を理解している。

1 介護予防・フレイル予防の要点を理解している。

2 介護予防・フレイル予防の要点を住民や関係者に説明できる。

3 通いの場の必要性を理解している。

4 通いの場の必要性を住民や関係者に説明できる。

調

査

・

計

画

◯調査結果等から地域の強み

と弱み，通いの場の現状を把

握している。

1 少なくとも数年に 1 度程度，地域診断の際に調査（ニーズ調査等）を活用している。

2 地域にある通いの場の実施状況（場の数，活動頻度，内容，運営者等）を把握している。

3 通いの場の参加者の状況（性別，年齢層，健康状態，要支援・要介護認定者の参加の

有無等）を把握している。

4 地域の強みと弱みを把握している。

◯重点課題を明確にし，課内

で共有している。

1 通いの場に関係する地域の弱み（問題点）を洗い出している。

2 重点的に取り組むべき課題（重点課題）を決めている。

3 上記を課内で協議・共有している。

◯重点課題の解決に向けた実

施計画・目標値を策定してい

る。

1 重点課題に対する取組内容を策定している。

2 取組の年間計画を決めている。

3 取組の目標や目標値を設定している。

4 役所内の他事業とどのように連動させるかを整理している。

5 連携が必要な機関・組織を整理している。

6 上記を課内で協議・共有している。

◯評価計画（いつ，誰が，何

を，どのように評価するか）

が明確である。

1 体制・連携や取組の実施状況の評価方法を決めている。

2 取組による直接の成果（通いの場の数や参加者数等）の評価方法を決めている。

3 取組による効果の評価方法を決めている。

D

体
制
・
連
携

◯重点課題の解決に必要な行

政内外の機関・組織と連携し

ている。

1 行政内の他部署・支局（出張所等）と連携している。

2 他機関※1と連携している。

3 職能団体※2と連携している。

4 住民組織※3と連携している。

実

施

◯重点課題の解決に必要な取

組を実施している。

1 支援者・ボランティアの養成，スキルアップを行っている。

2 通いの場の立ち上げ支援を行っている。

3 通いの場の継続支援を行っている。

4 住民の参加を促す取組を行っている。

5 他事業と連携している。

6 保健事業と介護予防の一体的実施を行っている。

7 その他の取組を実施している。（具体的な内容 )

C

評

価

◯通いの場事業を評価してい

る。

1 体制・連携を評価している。

2 取組の実施状況※4を評価している。

3 直接の成果（通いの場の数，実施回数，参加者数，参加率等）を評価している。

◯通いの場の効果を評価して

いる。

※当てはまるものに
レ

1 通いの場の参加者を対象にした調査・評価※5を随時行っている。

2 高齢者全体を対象に，個人を識別した調査を，少なくとも数年に一度実施している。

3 個人を識別した調査において，通いの場の参加者と非参加者を識別できる。

4 個人を識別した調査データ（通いの場の参加状況やアンケートデータ等）と医療・介

護保険情報等を結合できる。

A

調
整
・
改
善

◯課題解決に向けた計画，体

制，取組内容，目標値を再検

討している。

1 計画を再検討している。

2 体制を再検討している。

3 取組内容を再検討している。

4 目標値を再検討している。

ACT-RECIPE は以下の方法によって得点化できる。

「理解」得点率（)＝コア項目◯における小項目の回答番号の和/16×100
「調査・計画」得点率（)＝コア項目◯～◯における小項目の回答番号の和/64×100
「体制・連携」得点率（)＝コア項目◯における小項目の回答番号の和/16×100
「実施」得点率（)＝コア項目◯における小項目の回答番号の和/28×100
「評価」得点率（)＝(コア項目◯における小項目の回答番号の和/12×100＋コア項目◯の

レ
の数/4×100)/2

「調整・改善」得点率（)＝コア項目◯における小項目の回答番号の和/16×100

ACT-RECIPE 平均得点率（)＝「理解」～「調整・改善」得点率の和/6
※1 地域包括支援センター，保健所，社会福祉協議会，シルバー人材センター，医療機関，社会福祉法人，介護サービス事業者，

NPO 法人，協同組合，民間企業等
※2 理学療法士，作業療法士，言語聴覚士，薬剤師，管理栄養士/栄養士，歯科衛生士等
※3 住民ボランティア，自治会・町会，老人クラブ，民生委員・児童委員，各種推進員（食生活改善推進員，スポーツ推進員等）等
※4 支援者・ボランティアの養成講座，支援者・ボランティアのスキルアップ講座，個別相談，専門職の定期的な関与，通いの場の

機能強化支援，広報活動，地域ケア会議との連携，総合事業サービス（サービス C 等）との連携，生活支援体制整備事業との連

携，通いの場での健康チェック・栄養指導・口腔ケア等
※5 運動頻度，食の多様性，外出頻度，社会参加，役割期待，身体機能，低栄養，口腔機能，精神的健康，フレイル，社会的サポー

ト・ネットワーク，ソーシャル・キャピタル，幸福感，新規要支援・要介護認定率，新規要介護認知症発症率等
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から，通いの場の取組の PDCA を次の 6 つの局面

に整理した。さらに，ナラティブ・レビューによっ

て抽出された各指標1,10,16～20)の共通項目を整理し，

各局面の要点を表す「コア項目」と，より具体的な

「小項目」を設定した（表 1）。

) Plan「理解」

自治体担当者が住民主体の通いの場事業を展開す

る際には，担当者自身がその背景や必要性1)を理解

し，基本方針や目的を，住民をはじめとするステー

クホルダーにわかりやすく説明できることが求めら

れる16)。そこで第一に，計画立案の前提として「理

解」という局面を付帯させ，コア項目として「◯地

域づくりによる介護予防の背景を理解している」を

設定した。小項目として，通いの場の必要性と介護

予防・フレイル予防の要点を理解しているか，それ

らを住民や関係者に説明できるかについて，計 4 項

目で表した。

) Plan「調査・計画」

計画立案の際には，「介護予防・日常生活圏域ニー

ズ調査（以下，ニーズ調査21)）」結果等の客観的情

報と職員らの主観的情報を持ち寄り，地域アセスメ

ントを論理的に進めることが重要である17,20)。これ

によって地域にある通いの場の状況や地域の強み・

弱みを把握し10,22)，取り組むべき課題を抽出す

る20)。計画の質を高める観点として，課題の優先順

位が整理されているか22)，目標への進捗を適切な評

価方法によって把握できるか22)にも留意することが

望ましい。また，組織内コミュニケーションは取組

の成否に強く影響するため22)，上記を適切に情報共

有することも重要である。

そこで第二に，「調査・計画」という局面を付帯

させ，コア項目として「◯調査結果等から地域の強

みと弱み，通いの場の現状を把握している」，「◯重

点課題を明確にし，課内で共有している」，「◯重点

課題の解決に向けた実施計画・目標値を策定してい

る」，「◯評価計画（いつ，誰が，何を，どのように

評価するか）が明確である」の 4 項目を設定した。

さらに，上述の知見を反映する小項目をそれぞれに

設定した。

) Do「体制・連携」

計画を策定したら，課題解決や目標達成に必要と

なる行政内外の組織と連携し，体制を構築す

る1,10,16,17,20)。通いの場を効果的かつ持続可能なも

のにするには，住民主体を基本としつつも必要に応

じて専門職の関与を得る等，多様なステークホル

ダーや事業等と連携する必要がある10)。必要なス

テークホルダーの早期からの関与23)や，専門職を含

む多様な関係機関との連携1,10,16,17,20)は，取組の成

功可能性を高めるための重要条件である22)。

そこで第三に，「体制・連携」という局面を付帯

させ，コア項目として「◯重点課題の解決に必要な

行政内外の機関・組織と連携している」を設定し

た。また，具体的な連携先として，行政内の他部

署 ・ 支 局1,10,16,17,20) ， 他 機 関1,10,16,17,20) ， 職能 団

体10,16,17,20)，住民組織10,16,17,20)を挙げ，これらを小

項目として設定した。

) Do「実施」

次の局面として，通いの場の新規立ち上げ，継続

支援，アウトリーチ活動（広報や参加勧奨）等の実

施が想定される1,10,17)。

そこで第四に，「実施」という局面を付帯させ，

コア項目として「◯重点課題の解決に必要な取組を

実施している」を設定した。また，具体的な実施項

目（小項目）として，支援者・ボランティアの養成

およびスキルアップ1,10,17)，通いの場の立ち上げ・

継続支援1,17)，住民参加を促す取組10,16,17,20)，他事

業との連携1,10,17,20)，「保健事業と介護予防の一体的

実施10,20)」を設定した。

) Check「評価」

Check 局面では，Plan 局面で設定した目標の達

成状況を評価する。取組のアウトプット（本 FW

では「直接の成果」と記述)1,10,16,17,20)とアウトカム

（本 FW では「効果」と記述)1,10,16,17,20)だけでなく，

ストラクチャー16)に相当する「体制・連携」と，プ

ロセス1,10,16,17,20)に相当する「実施」状況を併せて

評価することで，目標達成/未達成の要因を検討で

きる。近年では通いの場の取組を効果検証に基づい

て展開することが重要視されている1,10,17,20)。その

ためには，経年的な分析が可能となるよう，参加者

の健康状態等のデータベース化を図る必要がある20)。

そこで第五に，「評価」という局面を付帯させた。

コア項目として，ストラクチャー・プロセス・アウ

トプット評価を意図した「◯通いの場事業を評価し

ている」，アウトカム評価を意図した「◯通いの場

の効果を評価している」の 2 項目を設定した。◯の

小項目には，体制・連携，取組の実施状況，および

直接の成果を評価しているかどうかを，◯の小項目

には，通いの場の効果評価に必要な条件として 4 つ

の小項目を，それぞれ設定した。

) Action「調整・改善」

最後に，評価結果をもとに計画や体制，取組内

容，目標値を再検討する局面として，「調整・改善」

を付帯させた。コア項目として「◯課題解決に向け

た計画，体制，取組内容，目標値を再検討してい

る」を設定し，それぞれの再検討を小項目として位

置づけた。
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図 通いの場の取組における評価のロジックモデル

W増加または向上を仮定 Y減少または低減を仮定
下線項目（フレイル，要支援・要介護認定率）は，通いの場の取組の重要アウトカムであるため，これら 2つを主要

評価指標として位置づけた。
※1「直接の成果」では自治体（地域レベル）での変化を，※2「短・中・長期的効果」，「インパクト」では参加群（個人

レベル）での変化をそれぞれ仮定した。
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なお，本 FW の通称として，各局面の英訳下線

部（理解Comprehension，調査・計画Research

and Planning，体制・連携Team Building and Col-

laboration，実施Implementation，評価Evalua-

tion，調整・改善Adjustment and Improvement）

を並び替え，ACT-RECIPE（アクトレシピ）を用

いることとした。

. 評価のロジックモデル

通いの場参加による効果が統計学的有意差として

現れるまでの期間は，評価指標によって異なる。そ

こで，「評価」局面での効果指標を整理するため，

図 1 のロジックモデルを構築した。

「理解」～「実施」の適切な遂行による直接の成

果として，自治体（地域レベル）の通いの場の数や

実施回数，参加者数，参加率等の増大が考えられ

る。その結果，参加群（個人レベル）では運動頻度

や食の多様性，外出頻度，社会参加頻度，役割期待

感が向上し（短期的効果），身体・口腔機能，精神

的健康の向上，社会的サポート，ソーシャル・キャ

ピタルの醸成，低栄養，フレイルの予防・低減等

（中期的効果）につながると仮定した。長期的効果

として，新規要支援・要介護認定および要介護認知

症発症リスクの低減，幸福感の向上につながると仮

定した。最終的には，医療費や介護費にも影響する

と仮定した。とくに，フレイルと要介護認定は，通

いの場等の取組の重要アウトカムと考えられるた

め，この 2 つを主要評価指標と位置づけた。

表 2 には，本ロジックモデルに基づく短・中・長

期効果指標を示した。具体的な質問項目や選択肢等

については，既報24)にて参照可能である。

. FW の適用と地域相関分析

表 3 に，各自治体が把握する通いの場の数（高齢

者人口千人当たり）と ACT-RECIPE 得点率を示し

た。ACT-RECIPE の各局面の得点率（中央値と四

分位範囲）は，「理解」で75（75100），「調査・

計画」で61（5270），「体制・連携」で69（50

81），「実施」で64（5471），「評価」で31

（2146），「調整・改善」で56（2575）であり，

これらの平均得点率は57（4466）であった。「理

解」，「体制・連携」，「実施」，「評価」および平均得

点率は，都市規模が大きいほど有意に高値を示した。

図 2 には，ACT-RECIPE 平均得点率と自治体が

把握する狭義の通いの場の数（高齢者人口千人当た

り）との散布図を示した。ACT-RECIPE平均得点

率と狭義の通いの場の数（rs＝0.43），週 1 回以上の

体操を主な活動内容とする通いの場の数（rs＝0.51）

との間には，いずれも有意な正の相関関係がみられ

た。
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表 ロジックモデルで提示した効果評価指標

評価項目 具体的な指標・評価方法
介護予防・日常生活圏域ニーズ調査への
包含の有無（ありの場合，厚生労働省が
例示する調査票21)の問番号を示す。)

短
期
効
果
指
標

運動習慣 運動頻度 ―

食品摂取多様性 食品摂取多様性得点 ―

外出頻度 ニーズ調査必須項目の外出頻度 問 2．からだを動かすことについて（6）

社会参加 ニーズ調査必須項目の地域での活動 問 5．地域での活動について（1）

役割期待 役割を期待されていると思うか ―

中

期

効

果

指

標

身体機能 ニーズ調査必須項目の運動器 問 2．からだを動かすことについて（1)～(5）

低栄養 ニーズ調査必須項目の身長・体重，

オプション項目の体重減少

問 3．食べるについて（1)(7）

口腔機能 ニーズ調査必須・オプション項目の

口腔機能

問 3．食べるについて（2)(3)(4）

精神的健康 ニーズ調査必須項目の主観的健康感 問 7．健康について（1）

ニーズ調査必須項目の抑うつ 問 7．健康について（3)(4）

基本チェックリストの No. 21～25 ―

World Health Organization-5 精神状

態表

―

フレイル ニーズ調査必須・オプション項目の

基本チェックリストに相当する項目

20項目相当が含まれる

問 2．からだを動かすことについて（1)～(7）

問 3．食べることについて（1)～(4），（7）

問 4．毎日の生活について（1)～(5），（8)(13)

(14)

後期高齢者の質問票 ―

介護予防チェックリスト ―

社会的サポート ニーズ調査必須項目の社会的サポー

ト授受

問 6．たすけあいについて（1)～(4）

社会的ネットワーク ニーズ調査オプション項目の友人・

知人と会う頻度等

問 6．たすけあいについて（6)～(8）

Lubben Social Network Scale 短縮版 ―

社会的孤立 ―

ソーシャル・キャピタル 信頼・規範 ―

長
期
効
果
指
標

幸福感 ニーズ調査必須項目の幸福感 問 7．健康について（2）

（新規）要支援・要介護

認定率

調査データと介護保険情報を結合 ―

認知症高齢者（認知症高

齢者の日常生活自立度

以上）の割合

調査データと介護保険情報を結合 ―
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 考 察

. 本 FW の特長と活用

本研究で提案した ACT-RECIPE（表 1）は，自

治体担当者が通いの場の取組をステップ・バイ・ス

テップ方式で推進できることを企図して，10のコア

項目とそれに付随する小項目から構成された。コア

項目と小項目は，保険者機能強化推進交付金に係る

評価指標20)とも整合する。したがって，これらの項

目を多く満たすことで自治体のインセンティブにも

つながるものである。

ACT-RECIPE では，Plan（「理解」，「調査・計画」）

がとくに重要な局面として位置づけられている。植

田ら9)は，自治体担当者が通いの場づくりを推進す

る手順として，1) 既存の通いの場の総数の把握，

2）活動の主目的別にみた数の偏りの把握，3）地域

課題や住民ニーズの把握，4）必要性の高い通いの

場のタイプ（主目的）の明確化，5）場づくりに必

要な要素（運営主体，場所，活動内容，参加者層，

頻度，展開・継続戦略）の決定，という流れを提案
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表 都内自治体が把握している狭義の通いの場の数（高齢者人口千人当たり）と ACT-RECIPE 得点率

都内全体 区部 市部 町村部 島しょ部
傾向性
P 値（n＝50) （n＝20) （n＝22) （n＝3) （n＝5)

狭義の通いの場の数（高齢者人口千人当たり)，
箇所

2.4
（1.13.7)

3.0
（1.04.4)

2.8
（1.83.7)

1.6
（019.1)

0
（01.9)

0.178

週 1 回以上の体操を主な活動内容とする通いの場
の数（高齢者人口千人当たり），箇所

0.8
（0.21.5)

0.8
（0.21.1)

1.0
（0.31.8)

0.3
（00.8)

0
（01.9)

0.312

ACT-RECIPE 平均得点率， 57
（4466)

61
（5167)

57
（4866)

42
（3584)

34
（3136)

0.007

理解， 75
（75100)

88
（75100)

75
（75100)

69
（63100)

56
（5075)

0.002

調査・計画， 61
（5270)

61
（5470)

63
（5373)

53
（5089)

50
（3452)

0.152

体制・連携， 69
（5081)

75
（5688)

69
（5075)

50
（5081)

50
（2550) 0.009

実施， 64
（5471)

70
（6379)

63
（5771)

54
（2589)

36
（3250)

0.001

評価， 31
（2146)

35
（2548)

38
（2146)

13
（1375)

13
（1317) 0.042

調整・改善， 56
（2575)

59
（4475)

63
（5075)

50
（2575)

25
（025)

0.056

値はすべて中央値（四分位範囲)

ここでの狭義の通いの場とは，「介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の実施状況に関する調査」11)で報

告される“介護予防に資する住民主体の月 1 回以上の通いの場”を指す。

図 ACT-RECIPE 平均得点率と高齢者人口千人当たりの狭義の通いの場の数との関係

ここでの狭義の通いの場とは，「介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の実施状
況に関する調査」11)で報告される“介護予防に資する住民主体の月 1 回以上の通いの場”を指す。
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している。ACT-RECIPE の小項目に留意すること

で，この手順を踏まえた戦略的な通いの場づくりに

もつながると考えられる。

ロジックモデル（図 1）の評価指標は，通いの場

の数や参加率等の直接の成果指標と，フレイルや新

規要介護認定等の短・中・長期評価指標（表 2）か

ら構成される。狭義の通いの場の場合，自治体担当

者が直接の成果を把握することは比較的容易である

と考えられる。一方，広義の通いの場の場合，自治

体担当者のみでは把握困難な情報も多くある。その

ため，広義の通いの場の参加者数や参加率等，一部

の直接の成果指標の評価にはニーズ調査質問項目21)

の活用が推奨される。

通いの場の効果評価の際には，場の主目的に応じ
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て適切な評価指標を選ぶ必要がある。ただし，質問

数が増えると回答に伴う参加者の負担も増えるた

め，ニーズ調査必須項目のみで評価可能な要支援・

要介護リスク評価尺度18)，または主要評価指標（フ

レイル25,26)等）を継続評価できる設計が望ましいだ

ろう。これらの結果を確認する際には，地域，性，

年代，社会階層等によって格差が生じていないか

（公正・公平の観点），取組に係る費用・労力は妥当

か（費用・労力対効果の観点）についても考慮する

ことで，より適切な評価が可能になると考えられる。

. PDCA サイクルに沿った取組状況の実態

ACT-RECIPE を用いて都内自治体の PDCA サイ

クルに沿った取組状況を調査した結果，2 つの特徴

が示された。第一の特徴は，都市規模が大きいほど

「理解」「体制・連携」「実施」「評価」局面の得点率

や ACT-RECIPE 全体の平均得点率が高い傾向に

あったことである（表 3）。実装科学では，様々な

取組を成功させるための前提条件として，組織準備

性（組織のメンバーが取組を実践するための心理

的・行動的な準備の度合い）がとくに重要視されて

いる27)。都市規模が大きいほど，行政内の体制とい

う点で組織準備が整いやすいのかもしれない。

ACT-RECIPE では，「理解」という局面がこの組

織準備性の概念を包含している。通いの場の必要性

や一般介護予防事業の背景について，まずは関係職

員の理解や納得が得られ，組織準備性が十分である

ことが，その後の局面の実践度合を高めることにも

つながると考えられる。

第二の特徴は，「評価」「調整・改善」局面の得点

率が，都市規模に関わらず比較的低値を示したこと

である（表 3）。とくに「評価」の得点率は，他の

局面のそれよりも著しく低かった。これは，PDCA

サイクルの“C”が十分に実践されていないことを

示唆する先行調査結果12)と一致する。

この要因として，1）調査 ID 等による個人のデー

タ結合が困難であること（同意や個人情報保護の問

題），2）自治体・年度間で調査項目が異なること

（標準化の問題），3）通いの場の参加者/非参加者を

識別できないこと（名簿管理や調査項目の問題）等

が考えられる。これらの課題が解消されれば，たと

えば大学・研究機関が，自治体が調査したデータの

受け皿となって通いの場の効果を検証することも可

能となる。また，自治体間の結果の比較も容易にな

る。セキュリティを担保した上で全国のデータを自

動的に蓄積・効果評価し，各自治体にフィードバッ

クするシステムの構築も可能かもしれない。このよ

うな仕組みは，自治体担当者の評価に係る負担を大

きく低減することにもつながると考えられる。

. ACT-RECIPE 得点率と通いの場の数との

関係

本研究で特筆すべき結果は，ACT-RECIPE 平均

得点率と狭義の通いの場の数との間に有意な正の相

関関係が確認されたことである（図 2）。地域相関

分析による先行研究28)では，高齢者人口千人当たり

の介護予防ボランティア養成人数や教室延べ開催

数，延べ参加者数が多い自治体ほど，7 年間の軽度

要介護認定者増加割合が低かったことが示されてい

る。また，地域診断データの活用と組織間連携を促

進する地域介入研究29,30)では，介入自治体の男性の

自主グループ参加割合が対照自治体よりも 3 年間で

2.5ポイント有意に増加し29)，総死亡リスクが

8低かったこと30)が報告されている。本研究やこ

れらの先行研究結果28～30)は，通いの場の取組を戦

略的に推進することで，直接の成果指標だけでなく

効果指標にも好影響をもたらす可能性を示してい

る。今後，ACT-RECIPE 得点率と直接の成果・効

果指標との関係について，縦断的な検証を進める必

要がある。

. 本 FW の留意点と課題

通いの場の PDCA サイクルや効果評価の観点

は，行政/現場レベルに整理できる31)。本 FW は行

政レベル（自治体担当者による，事業としての俯瞰

的な評価）の観点で作成されているため，現場レベ

ル（専門職等の現場担当者による，各通いの場での

評価）で活用する際には，必ずしも適合しないコア

項目や小項目がある点に留意する必要がある。

主要評価指標の 1 つであるフレイルの評価方法に

も留意事項がある。ニーズ調査を活用する場合，

20/25項目がすでに包含されている“ニーズ調査版

基本チェックリスト”32)を用いてフレイルを評価す

る方法が，調査対象者の負担を最小限にできると考

えられる。近年では，「後期高齢者の質問票」33,34)を

用いることでフレイルのリスク評価が可能であるこ

とが報告されている34)。ただし，この質問票は後期

高齢者医療制度の健康診査で全国的に用いられてい

るものの，現行のニーズ調査には包含されていな

い。調査対象者の回答への負担も鑑みて，フレイル

評価指標をどのように整合させるかについて，今後

検討が必要である。

最後に，本研究の調査対象自治体は都内に限定さ

れており，とくに町村部や島しょ部の自治体数が限

られる。全国の自治体における本 FW の適切性や

採用度，持続可能性等35)について，今後さらに検証

していく必要がある。加えて，本 FW の活用に

よって，各評価指標が改善していくかというロジッ

クモデルの妥当性検証や，通いの場等の効果に関す
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る縦断的なエビデンスのさらなる蓄積が必要である。

 結 語

本研究では，「通いの場の取組を PDCA サイクル

に沿って推進・評価するための FW  ACT-

RECIPE」を提示した。都内自治体では，“P”“D”

“A”に比べて，“C”が十分に実践されていないと

いう実態が明らかとなった。ACT-RECIPE 平均得

点率と高齢者人口千人当たりの狭義の通いの場の数

との間には有意な正の相関関係が確認され，今後，

この関係性を縦断的に検証していく必要がある。本

FW の活用によって，全国で PDCA サイクルに

沿った通いの場の取組や評価がより一層進むことを

期待する。

本研究は，令和 2 年度老人健康増進等事業「通いの場

の効果検証に関する調査研究事業（代表藤原佳典）」な

らびに令和 34 年度厚生労働科学研究「PDCA サイクル

に沿った介護予防の取組推進のための通いの場等の効果

検証と評価の枠組み構築に関する研究（代表藤原佳典）」

の一環として実施された。また，自治体担当者へのアン

ケート/ヒアリング調査は，東京都からの委託事業（東京

都介護予防・フレイル予防推進支援センター運営業務委

託）の一環として実施された。本研究に関して開示すべ

き COI はない。なお，ACT-RECIPE が掲載された手引

き「PDCA サイクルに沿った“通いの場”の取組を推進

するための手引き（自治体向け）」36)を東京都健康長寿医

療センター研究所社会参加とヘルシーエイジング研究

チーム内のホームページ（https://www.healthy-aging.

tokyo/）で公開しており，PDF をフリーダウンロードす

ることが可能となっている。
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A framework for promoting and evaluating `̀ Kayoi-no-ba'' initiatives according to

the Plan-Do-Check-Action cycle: The ACT-RECIPE framework

Satoshi SEINO, Yu NOFUJI, Takuya UEDA, Yuta NEMOTO2, Masataka KURAOKA,
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Objective In 2019, the Ministry of Health, Labour and Welfare emphasized the importance of promoting

`̀ Kayoi-no-ba'' (or `̀ places to go'') initiatives according to the Plan-Do-Check-Action (PDCA) cy-

cle. However, it proposed no speciˆc promotion measures or standardized evaluation frameworks.

This study is intended to propose a framework for local government o‹cials to promote and evaluate

`̀ Kayoi-no-ba'' initiatives according to the PDCA cycle.

Methods The working group (WG) conducted a narrative review of research and extracted evaluation

models and indicators that could be used to create the framework. The co-researcher review commit-

tee discussed a draft framework prepared by the WG, and the WG revised it based on the discus-

sion; this process was repeated four times. Using the completed framework, we calculated the score

of the `̀ Kayoi-no-ba'' initiatives in 50 Tokyo municipalities and conducted regional correlation ana-

lyses on the relationship between the score of the `̀ Kayoi-no-ba'' initiatives in 50 Tokyo municipali-

ties and the number of `̀ Kayoi-no-ba'' per 1,000 older persons.

Results The completed framework (named `̀ ACT-RECIPE'' by rearranging the underlined characters

below) comprised the following six evaluation phases: (1) Comprehension: understanding the key

lessons around disability and frailty prevention, and the necessity for `̀ Kayoi-no-ba''; (2) Research

and Planning: clarifying the current status of `̀ Kayoi-no-ba,'' the strengths of the community, and

the issues to be addressed through a community assessment, and developing a plan to resolve the is-

sues; (3) Team Building and Collaboration: building a team by collaborating with organizations to

solve problems; (4) Implementation: implementing the initiatives necessary to solve problems;

(5) Evaluation: verifying changes in output and outcome indicators from the initiatives; and (6)

Adjustment and Improvement: re-examining plans, teams, content, and goals based on the evalua-

tion results. In these six phases, we designated 10 core items and accompanying subitems. The me-

dian score rate of the ACT-RECIPE framework in 50 municipalities was 75 for `̀ Comprehen-

sion,'' 61 for `̀ Research and Planning,'' 69 for `̀ Team Building and Collaboration,'' 64 for

`̀ Implementation,'' 31 for `̀ Evaluation,'' and 56 for `̀ Adjustment and Improvement,'' and the

mean ACT-RECIPE score rate was 57. A signiˆcant positive correlation (rs＝0.43, P＝0.002)

was observed between the ACT-RECIPE mean score rate and the number of `̀ Kayoi-no-ba'' per

1,000 older persons.

Conclusion We proposed the ACT-RECIPE as a framework for promoting and evaluating `̀ Kayoi-no-ba''

initiatives according to the PDCA cycle. We hope that this framework will lead to further progress in

`̀ Kayoi-no-ba'' initiatives and facilitate evaluation of their eŠectiveness according to the PDCA

cycle.
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